
低炭素建築物新築等計画の認定等に関する実施要綱 
 

（趣旨） 
第１ 本要綱は、さいたま市都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則(以下「施行細則」

という。)の規定に基づき、さいたま市長(以下「市長」という。)が行う低炭素建築物新築等

計画の認定等に関し必要な事項を定める。 
 
（添付図書等） 
第２ 施行細則第２条第６号による図書については、以下に掲げるものとする。 
１ 建築物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進の

ために誘導すべき基準（平成２４年経済産業省・国土交通省・環境省告示第１１９号）

Ⅱ第２に規定する所管行政庁が認める基準を選択した場合は、建築物環境配慮計画書

に基づく建築物の総合的な環境性能を評価する方法による格付けでＳ又はＡを取得して

いることを証する写し 
２ 設計内容説明書の根拠書類 

① 設計内容説明書の基となる計算データ（算定用 WEB プログラムを用いたものも含

む） 
② 低炭素化に資する建築物であることを証明する書類等（住宅部分の外壁、窓等を通

しての熱の損失の防止に関する誘導基準及び一次エネルギー消費量に関する誘導

基準（令和４年国土交通省告示第１１０６号）を用いる場合にあっては、当該基準

に適合していることを明示した書類を含む） 
３ 施行細則第６条第１項による必要な図書については、委任状（申請者以外の者が提出す

る場合に限る）、認定通知書（変更認定を受けている場合は、変更認定通知書）の写し及

び以下に掲げるもののいずれかとする。 
① 建築基準法第７条第５項の規定による検査済証の写し 
② 建築士法第２０条第３項の規定による工事管理報告書の写し 
③ 住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の規定による建設住宅性能評

価書の写し 
④ 上記以外で、完了を確認できるもの。 

 
（記載事項変更届） 
第３ 認定低炭素建築物新築等計画の記載事項について、都市の低炭素化の促進に関する

法律（以下「法」という。）第５５条に基づく低炭素建築物新築等計画の変更認定を要し

ない変更を届け出る場合にあっては、様式第１号により記載事項の変更を届け出ること。 
 
 



附則 
 この要綱は、平成２４年１２月５日から施行する。 
 
附則 
 改正後の要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
 
附則 
 改正後の要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
 
附則 
 改正後の要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 
附則 
 改正後の要綱は、令和５年１月１日から施行する。 


